
    (単位：百万円、％) 

平成30年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初予算比 最終予算比

A B C (A-B)/B (A-C)/C

 法人県民税 19,031 16,869 17,734 12.8 7.3 

 法人事業税 125,302 111,476 116,975 12.4 7.1 

144,333 128,345 134,709 12.5 7.1 

 個人県民税 124,427 145,989 150,032 △ 14.8 △ 17.1 

内  所得割・均等割 115,425 138,282 140,358 △ 16.5 △ 17.8 

 配当割 3,786 4,449 4,543 △ 14.9 △ 16.7 

訳  株式等譲渡所得割 5,216 3,258 5,131 60.1 1.7 

 利子割県民税 1,472 1,360 1,785 8.2 △ 17.5 

 個人事業税 5,701 5,555 5,615 2.6 1.5 

 地方消費税 87,716 85,625 86,017 2.4 2.0 

内  譲渡割 72,714 71,515 71,461 1.7 1.8 

訳  貨物割 15,002 14,110 14,556 6.3 3.1 

 不動産取得税 11,162 10,957 11,201 1.9 △ 0.3 

 県たばこ税 3,742 4,061 3,909 △ 7.9 △ 4.3 

 ゴルフ場利用税 2,515 2,621 2,533 △ 4.0 △ 0.7 

 自動車取得税 6,746 5,625 6,424 19.9 5.0 

 軽油引取税 39,253 36,870 38,093 6.5 3.0 

 自動車税 54,647 53,707 53,996 1.8 1.2 

 鉱区税 4 4 4 0.0 0.0 

 核燃料税 1,240 1,240 1,240 0.0 0.0 

 狩猟税 42 41 42 2.4 0.0 

338,667 353,655 360,891 △ 4.2 △ 6.2 

483,000 482,000 495,600 0.2 △ 2.5 

 ※　「軽油引取税」については、旧法分を含む。

平成30年度　県税収入当初予算額の状況

  平成30年度の県税収入については、国の経済見通しや地方財政計画における都道府県税収入見込み、税制
改正の影響などを考慮しながら、最近までの課税実績及び収入状況を基礎として算定した。
　この結果、個人県民税（所得割・均等割）が県費負担教職員制度に係る税源移譲により減少するものの、
法人二税が海外経済の回復による輸出関連業種を中心とした企業収益の改善により増加することから、全体
としては、前年度当初予算額対比100.2％の4,830億円を計上した。
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